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概要

　本稿では、対外的な情報発信と報道の多様性とのかかわりについて検討する。報道はさまざま

な理由から多様であることを求められるが、対外的な情報発信はそうした報道の多様性に寄与す

ることが期待される活動である。他方、情報流通の均衡性という観点から、国際的な情報における

多様性を求める主張も存在する。このことから、対外的な情報発信の多様化はどのような面でなさ

れうるのか、あるいはそうした情報発信がいかにして報道の多様性を高めうるのかという点につい

て考察していく。

　報道の多様性は、以下のように複数の理由から要請される。第一に、報道が多様であることによ

り多くの事柄について様々な意見が発せられることで、社会的な議論が活発になり、ひいては民

主的な社会の存立に寄与すると考えられる。第二に、ジャーナリズムの主たる役割である権力監

視の機能において、多様性が重要となる。第三に、報道が娯楽や教育の機能を果たす際に、受

け手の情報ニーズに応えるだけの多様性が必要となる。

　このように、それが求められる理由自体が多様であるがゆえに、報道の多様性という概念は「より

多くの出来事をより多くの側面から報じる」という含意を越えて、多くの意味合いを持つ多面的なも

のとして考えるのが妥当である。メディアや放送の多様性について論じた先行研究をもとに、本稿

では報道の多様性を(1)報道内容の多様性(2)構成要素の多様性(3)構造の多様性に分類して考

える。

　そしてこの枠組みにおいては、対外発信による情報は報道内容を多様化するのみならず、異な

る背景から発信された情報であるという性質によって構造の多様性にも寄与するものと考えること

ができる。また、国際的に流通する情報を多様化するためには、その内容面での多様化だけでな

く、その情報がどのように発信されたかという構造面での多様化が必要であることが理解できる。

* 本稿は 2013年 5月 9日に早稲田大学現代政治経済研究所「日本の対外発信」研究部会（部会主任：砂岡和子）
において報告した研究内容に基づいている。報告の際には、砂岡和子先生、宗像和重先生、瀬川至朗先生、ソ

ジエ内田恵美先生に貴重なコメントをいただいた。



1　国際的な情報流通における多様性

　現代では国境を越えて多くの情報が流通しており、日本もまたさまざまな情報を対外的に発信

する一方で、海外で起こっている出来事についての情報を受け取ってもいる。

　国際的な情報流通はさまざまな形でなされる。たとえば世界各地の通信社がニュースを交換し、

各国のメディアがそれを掲載している。さらにメディアは、他国に記者を派遣して取材活動をおこ

ない、その内容を自国において発信している。またある国のメディアが、国外に向けて対外的な情

報発信をおこなっている場合もある。日本においては、たとえば NHKが「NHK ワールド」という海

外向けサービスをおこなっており、英語による放送がなされている。また共同通信や時事通信によ

るニュースの発信はもちろんのこと、新聞社も英語によるニュースサイトを開設しており、海外から

のアクセスが可能である以上、これらも広い意味での対外情報発信といえるだろう。

　しかしこうした国際的なニュースの流通においては、地域間・国家間での不均衡性が指摘されて

いる(伊藤 2000; 長谷川 2004)。多くの情報を流通させたり、世界の報道に数多く取り上げられたり

する国と、そうでない国が存在するということである。こうした不均衡が生じる具体的な理由とその

解決方法を分析することは本稿の主旨ではないが、たとえば以下のような要因が存在する。まず

は言語の問題である。日本においても重大な点であるが、英語など国際的に流通しうる言語で発

信されない限り、そのニュースが世界に広く伝達されることは難しい。よって、世界的に通じうる言

語をもつ国や地域ほど、国際的な情報流通の場において有利であり、情報はそうした国々に偏る

こととなる。また、政治・経済における影響力の大きさという要因も存在する。大国は国際的な政

治・経済に対して大きな影響力をもっており、そうした国の動向は頻繁にニュースとなる。逆に影響

力の小さな小国や発展途上国は、ニュースとして取り上げられることが少なくなる。その他、地理

的な要因や、情報統制など各国における政策的な要因も存在するだろう。これらの理由によって

不均衡が生じるのであるが、そのような事態は、国際的な報道の多様性を縮減させるものであると

いえる。

　では、報道の多様性が縮減することにはどのような問題があるだろうか。報道の多様性はさまざ

まな理由から求められるものであるが、例として次の三点を挙げておきたい。第一に、多様な報道

は市民の知る権利を充足させ、民主的な社会の存立に貢献するものと考えられる。第二に、

ジャーナリズムが権力監視の機能を果たすために、権力者からの独立を重層的に果たしていくた

めの多様性が必要となる。たとえば電波を管理する権力者からの独立は放送媒体だけでは達成

しえないが、他の形態の媒体が存在することで相互補完的に成し遂げることができる。同様に、あ

る国の権力者に対する監視機能を、国家の枠を超えて相互補完するというあり方も可能であるだ

ろう。そして第三に、ニュースが娯楽や教育の機能をも果たすとき、それは受け手の情報ニーズに



応じるだけの多様性を有していることが求められる。このような理由から、すなわち民主的な議論を

進めるため、ある国における権力の動向を監視するため、そしてニュースを通じて他国についての

知識や楽しみを得るために、国際的なニュースの流通においては多様性が必要であると考えられ

る。

　また同時に、国外からもたらされる情報はその国における報道の多様性に寄与するものであると

もいえる。自国のニュースだけでなく、さまざまな発信者による国外のニュースを多く取り入れること

で、報道の多様性は増大していく。この場合においても多様性の増大は、その国における民主的

な議論の促進や、権力監視機能の強化といった意義へとつながる。

　つまり報道の多様性という概念は、国際的な情報流通や対外的な情報発信について考えるうえ

で重要な意味をもつ。国際的な情報流通はいかにして多様化するのか、あるいは対外的な情報

発信はいかにして報道の多様性に寄与するのか、といった論点が存在するのである。日本におい

ても、言語的な障害ゆえに立ち遅れる対外発信をいかにして強化し、自国にかかわる情報的不均

衡を解消していくのか、また他国の多様な情報をいかにして国内で流通させていくのか、といった

問題と通じている。

　しかし、次章で詳しく述べるように、ここでいう報道の多様性という概念はけっして単一の意味を

もつものではなく、多義的なものである。そしてこうした概念自体の多義性を踏まえなければ、多様

性を増大させるための方策について論じることは難しい。つまり多様性を増大させるための具体的

な議論をおこなううえでは、何をもって「報道の多様性」と考えるのかを同定することが重要なので

ある。そこで本稿では、報道の多様性という概念自体の多義性を理論的に検討し、整理をおこなう。

今後はこの理論的検討を踏まえ、多様化を阻む具体的な障害と、それに対する解決策を考察し

ていくことが必要となるが、そうした分析は別の機会に譲ることとしたい。

2　報道の多様性という概念の検討

　ここまで見てきたように、報道の多様性はさまざまな理由から求められるのであるが、そこには理

由の違いだけでなく、実際に求められる多様性のあり方そのものの違いがあるといえる。たとえば、

知る権利や民主主義とのかかわりでは情報内容の多様性(多くの出来事について多くの意見を報

じる)ということが求められるのに対し、権力監視機能とのかかわりでは、権力者との距離を確保す

るためにメディアの構造的な多様性が求められる。このように、一口に報道の多様化といっても、

それがどのような側面における変化であるのかはさまざまに異なるのである。「言論の多様性は、

言論を言論として成立させる主体的精神、メディアの多様性、さらに政治権力を背後にした制度

などの相互的な関係から考えなければならない」(有山 2000, 51-52 頁)という主張は、報道の多様



表 1 Hoffmann-Riem(1987)における、多様性の副目標

1.フォーマットと論点の多様性。

  娯楽番組や情報番組など、異なる分野の番組が考慮されることが重要である。

2.コンテンツの多様性または複数性。

  社会に関する異なった意見を包括的に、かつ事実に基づいて提供するべきである。

3.人物とグループの多様性。

  メディアのコンテンツは、社会におけるすべてのコミュニティの関心を満たすべきである。

4.地理的な多様性。

  放送は、地域的、国家的、超国家的なコンテンツを含むべきである。

性においても当てはまる。

　報道の多様性とは、報じられる内容という次元のみにおいて存在するものではなく、社会におい

て報道のあり方を規定する大きな要因となるメディアや制度との関係などの上に成立する。そうで

あるならば、報道の多様性という概念をいくつかの要素に細分化し、それらの要素の連関につい

て考えることが必要となるだろう。そこで本章では、まず多様性概念を細分化して論じている先行

研究を整理し、その上でひとつの枠組みを提示したい。その後、細分化した要素の連関によって

報道がどのような意味で多様化するのかを論じる。

2-1 報道の多様性という概念の細分化

　報道の多様性を実現するうえで考慮すべき要素は多岐にわたる。どのような出来事を、どのよう

な見方で報じるのか。それを報じる際はどのような形式で、どのような時間帯におこなうのか。その

報道はどのような種類のメディアでなされるのか、そのメディアはどのような母体によって運営され

ているのか。報道の多様性という概念は、これらの要素の連関によって成立する。メディアや放送

の研究においては、多様性がさまざまな要素の連関からなることに着目し、それを整理しようという

試みがなされてきた。そうした枠組みを参照して、報道の多様性という概念を織りなす要素につい

て考えていく。

　まず Hoffmann-Riem(1987)は、放送という領域において文化的アイデンティティを守るためには

メディアコンテンツの多様性が重要であることを述べ、その多様性には表 1に示した 4つの副目

標があるという整理をした(p.61)。Hoffmann-Riemの議論は放送という領域に限定されており、また

メディアのコンテンツ(内容)という側面だけに絞られたものであるが、多様性概念には様々な切り

口が考えられるという視座に立ち、それを整理しようとした試みであるといえる。

　McQuail(1992)は、メディアの多様性という論点が持つ様々な意味や考え方を提示しているが、

その中でメディアの多様性を研究する際にどのようなアプローチが存在するかという点について、



発信者としての社会                                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受信者としての社会

 　　 ソース → チャンネル → 発信されるコンテンツ → 受容されるコンテンツ → オーディエンス

図 1 McQuail(1992)におけるマス・コミュニケーションの流れと多様性研究の選択肢

表 2 McQuail(1992)における、多様性研究がアプローチするうえでの選択肢

ソースの多様性：情報の出所としての社会、発言者などの多様性

チャンネルの多様性：以下のようにさらに細分化される。

　　・媒体の種類(新聞、テレビ、ラジオなど)の多様性。

　　・オーナーシップの多様性。

　　・定期性(朝、晩など)の多様性。

　　・機能または内容の多様性(ニュース、エンターテインメントなど)。

　　・内容のタイプに関するフォーマットとジャンルの多様性。

　　・地理を考慮したオーディエンスのタイプの多様性。

　　・経営基盤の多様性。

発信されるコンテンツの多様性

受容されるコンテンツの多様性

オーディエンスの多様性

表 3 Napoli(1999)における多様性の構成要素

(a)ソースの多様性 (b)内容の多様性 (c)露出の多様性

 1.オーナーシップの多様性  1.番組タイプのフォーマット 1.水平多様性

　 a.番組のオーナーシップ  2.人口統計的な多様性 2.垂直多様性

　 b.企業のオーナーシップ  3.意見や視点の多様性

 2.従業員の多様性

図 1に示したマス・コミュニケーションのプロセスに沿う形でいくつかの選択肢(表 2)があることを論

じている(pp.155-158)。

　また Napoli(1999)は、「思想の自由市場というメタファーを用いると、基本的な多様性の構成要

素は(a)ソースの多様性、(b)内容の多様性、(c)露出の多様性の 3つである」(p.8)と述べ、さらにそ

れぞれのカテゴリについてより細分化した分類をおこなっている(表 3)。

　McQuail(1992)がマス・コミュニケーションのプロセスに沿って多様性概念を整理し、それゆえに

オーディエンスの多様性などといった概念までを視野に入れていたのに対し、Napoliは送り手側

により注目した整理をおこなっているといえる。Napoliは受け手の情報接触も加味した多様性評

価の手法を提案しており(Napoli 1997)、上記の概念整理は受け手に対して提示される情報の多

様性を、送り手側に注目して多角的に捉えることを可能にする分類だといえるだろう。

　以上の三者の整理は、部分的に重なりながらもそれぞれ異なる視点を提供しており、本稿ではこ



表 4 「報道の多様性」を織り成す要素の分類

①内容(Content)の多様性

　・「報じられる出来事」の多様性　　・「報じられる意見や見方」の多様性

②構成要素(Component)の多様性

　・「人物(出演者、登場人物)」の多様性　　・「情報の位置(順序)」の多様性

　・「時間帯」の多様性　　・「スペース(時間や紙幅)の配分」の多様性

　・「映像演出」の多様性　　・音楽、効果音の多様性　　・「写真や図表」の多様性

　・「従業員(スタッフ構成)」の多様性

③構造(Structure)の多様性

　・「媒体の規模」の多様性　　・「媒体の種類」の多様性　　・「媒体の経営形態」の多様性

　・「媒体のオーナーシップ」の多様性　　・「番組のオーナーシップ」の多様性

れらを整理し、再構成した表 4の分類を示す。この分類は、「報道の多様性」を織り成す様々な要

素について、①～③の 3つのカテゴリを設定している。以下、各カテゴリと、そこに含まれるサブカ

テゴリについて説明を加えていく。

①内容  (Content)  の多様性

　このカテゴリは、「報道の多様性」というテーマにおいて従来から重んじられてきたものであり、報

道の多様化といえば、このカテゴリにおける多様性の増大が求められることが多いだろう。このカテ

ゴリは、以下の 2つのサブカテゴリからなる。「報じられる出来事」の多様性とは、メディア上で報じ

られる各種の出来事(事件や事故など)における多様性である。「報じられる意見や見方」の多様性

とは、ある出来事に対してどのような意見や見方を提示しているかということの多様性である。

②構成要素  (Component)  の多様性

　このカテゴリは、メディアによる報道を構成する各種の構成要素の多様性を表す。①内容の多様

性が報道における「情報」の多様性を意味する一方で、②構成要素の多様性は最終的に受け手

に提示されるアウトプットの多様性を規定する。こちらのカテゴリも、いくつかのサブカテゴリから成

り立っている。

　「人物(出演者、登場人物)」の多様性とは、その報道において現れる人物の多様性である。この

場合、番組におけるキャスターやコメンテーター、新聞記事における記者などの情報発信者と、イ

ンタビューの受け手や取材を受ける対象といった情報ソースとにさらに分類することが可能である。

　「情報の位置(順序)」の多様性とは、ある出来事や意見が、新聞であればどの紙面に掲載されて

いるか、テレビやラジオであればどういった順序で報じられたか、ということの多様性である。これ

は、そのメディアによる情報の重み付けと価値観にかかわる。



　「時間帯」の多様性とは主に放送メディアに関係する要素であるが、その報道がどのような時間

帯になされているかということの多様性である。背景として、時間帯によって受け手の層が異なると

いう認識が存在する。たとえば日本においては、朝や夕方のニュースは主婦や高齢者が視聴者

層となり、夜のニュースはサラリーマンなど働いている人が視聴しやすいだろうというような認識で

ある。国際報道についていえば、時差の存在や情報が到達するまでのタイムラグといった点にか

かわってくるだろう。

　「スペース(時間や紙幅)の配分」の多様性は、放送メディアであれば時間、文字メディアであれ

ば紙幅といったメディア上のスペースをどのように配分するかの多様性である。これも前述の「情

報の位置(順序)」の多様性と同じく、各メディアの情報に対する重み付けや価値観にかかわって

いる。

　「映像演出」の多様性および「音楽、効果音の多様性」は映像メディアや音声メディアに関する

構成要素であり、ある出来事を報じる際に映像や音響面でどのような演出が試みられているかと

いうことの多様性である。たとえば中継の有無やイメージ映像の構成、BGMの選択などがこれに

あたる。同様の観点から、文字メディアにおいては「写真や図表」の多様性に注目する必要がある。

　「従業員(スタッフ構成)」の多様性とは、その番組や紙面を制作するのにかかわった人員の多様

性である。この要素は、例えば制作スタッフのジェンダー的な偏りや人種的な偏り、報道局による

番組か制作局による番組か、といった論点にかかわる。

③構造  (Structure)  の多様性

　このカテゴリは、報道をおこなうメディアの特性や組織についての多様性を表す。最終的に受け

手に提示されるアウトプットは、メディアの特性によって、またメディア組織による「内容」や「構成要

素」の取捨選択を通じて規定されている。このように、報道活動のありようを規定する要因の多様

性が「構造の多様性」であり、それは以下のサブカテゴリからなる。

　「媒体の規模」の多様性とは、全国紙と地域紙、全国放送と県域放送のような、そのメディアが対

象とする範囲の規模における多様性である。そのメディアが情報提供をおこなっている範囲が異

なれば、「内容」や「構成要素」の選択にも差異が生じることとなる。Hoffmann-Riem(1987)が述べ

るように、多様なメディアにおいては様々な規模での情報提供が必要となるのである。

　「媒体の種類」の多様性とは、テレビやラジオ、新聞といった媒体の特性による多様性である。こ

の分類には、情報伝達における媒体ごとの特性(映像メディアと文字メディアでは情報伝達のあり

方が異なる)という認識がかかわっており、また多様なアクセスという観点から見れば、視覚や聴覚

におけるハンディキャップの存在ともかかわる。多様な特性のメディアによって報道がなされること

が、多様な情報の提供および多様な情報の受容にとっては必要である。



　「媒体の経営形態」の多様性とは、主に広告などを財源とする商業メディアや、受信料などを財

源とする公共メディア、非営利的な NPO メディアなど、メディアの経営がどのようになされているか

ということの多様性である。こうした分類は、経営形態すなわち資金の出所が報道内容に与える影

響という論点にとって重要となる。

　報道活動に関する権力関係にとって重要な論点となるオーナーシップの多様性に関しては、さ

らに 2つの細分化がなされる。「媒体のオーナーシップ」の多様性とは、メディア組織の資本をコン

トロールする主体の多様性である。日本でもメディア間でのクロス・オーナーシップが問題とされて

いるが、その背景にはオーナーシップの集中が報道の多様性に与える悪影響への懸念が存在す

る。一方で「番組のオーナーシップ」の多様性とは、Napoli(1999)が「個々のケーブル・チャンネル

にて放送される番組のプロデューサーに注目することも可能である(コンテンツのオーナー)」(p.11)

と述べるように、番組や紙面の制作を統括し、その際の様々な取捨選択をおこなう主体としての

オーナーシップがどれだけ多様かということである。報道活動をおこなう際の決定権が常に限られ

た部分に還元されるのであれば、報道の多様性に何らかの影響が及ぶと想定される。

2-2 細分化した各要素の連関

　これまで見てきたように、「報道の多様性」という概念は様々な側面を持ち、多くの要素に細分化

して考えることができる。そして、それらの要素の連関から様々な意味での「報道の多様性」が形

作られる。本節では「報道の多様性」にまつわる様々な意味合いを取り上げつつ、それらがどのよ

うな要素の連関によって成り立っているのかを明らかにしていく。

　まずは情報の分布に関する論点である。報道における多様性の問題は、しばしば「偏向」という

言葉とともに顕在化する。つまり、報道における時間やスペースの配分が特定のテーマや勢力に

偏っている状態を指して、多様性の欠如という批判がなされるのである。これを言い換えると、多様

なテーマや意見に対して平等にメディアのリソースを配分した状態が「報道の多様性」であるという

立場となる。多様性の分析に対して用いられる指標も、扱うテーマの種類とその分散によって算出

されることが求められる(McDonald & Dimmick 2003)。しかし一方で、テーマや意見に対し、何ら

かの外的基準の割合に沿ってメディアのリソースを傾斜配分するという多様性のあり方も存在する

(McQuail 1992, pp.147-149)。

　Van Cuilenburg(1999)は、多様性の考え方として「反映(reflection)」と「開放(openness)」という 2

つの側面が存在すると指摘する(p.189)。両者は先に述べた「割合」と「平等」という考え方に符合

する。すなわち、メディアで何らかの出来事や意見を取り上げる際には、社会における勢力や関



図 2 「割合(反映)」と「平等(開放)」の概念を形作る要素

図 3 「内的多様性」のイメージ

多様な情報(a,b,c)を備える少数のメディアに大多数のオーディエンスが接触する。

それにより、オーディエンス間の情報共有はある程度担保されている。

心の割合を反映すべきなのか、あるいはあらゆる勢力に対してメディアのリソースを平等に開放す

べきなのかということである。そして Van Cuilenburgは、前者(反映)が社会における規範や価値の

強化につながり、後者(開放)が社会における議論の促進につながると述べる(p.192)。

　以上のような論点として、「報道の多様性」における「割合(反映)」と「平等(開放)」という関係が存

在するのであるが、これは「①内容(Content)の多様性」と「②構成要素(Component)の多様性」の

間に位置づけられるものである。より詳しくいえば、この論点は「報じられる出来事の多様性」およ

び「報じられる意見や見方の多様性」と、「スペース(時間や紙幅)の配分の多様性」という要素から

なる概念である(図 2)。

　続いて、メディアの多様性の考え方として、「内的多様性 (internal diversity)と「外的多様性

(external diversity)」というものがある(McQuail 1992, pp.145-147)。

　「内的多様性」とは、「一般に巨大で同質的なオーディエンスに対し、幅広い内容や視点が同一

のチャンネルで提示されるような、(システム、セクター、または個別のチャンネルの)状態」である



図 4 「外的多様性」のイメージ

各メディアが専門のチャンネルであるため、それぞれのテーマに関する情報量は増大する。

一方、オーディエンスが接触する情報の多様性はメディアのシステム全体によって担保される。

図 5 「内的多様性」と「外的多様性」の概念を形作る要素

(p.146)。この考え方は、少数の新聞やテレビ局が、中立かつ客観的な報道姿勢をとっているという

状態に関係が深い(pp.146-147)。この考え方を図示すると、図 3のようになるだろう。

　一方「外的多様性」とは、「社会において関連のある差異 (政治的、社会-文化的など)の全範囲

が、もっぱらそのグループや関心のために提供されるような個別的かつ自律的なメディアチャンネ

ルと組み合わされている状態」(p.145)を指す。つまり、個別のテーマや意見について専門的な

チャンネルが存在し、時には客観性や中立性に固執することなく自らの立場を鮮明にした情報提

供をおこなうという状態である。この場合において多様性は、個別のチャンネルではなくメディアの

システム全体によって体現されることとなる(図 4)。

　こうした「内的多様性」と「外的多様性」の関係は、多様な報道をどのように実現していくかを考え

るうえで、きわめて実践的な問いを投げかける。そしてこの論点は、①内容(Content)の多様性と、

③構造(Structure)の多様性との間に成り立つものであるといえる。ここで論じられているのは、媒体



時間 媒体A 媒体 B 媒体 C 媒体D 媒体 E

19 時 ニュース クイズ バラエティ アニメ クイズ

20 時 情報 バラエティ バラエティ 音楽 バラエティ ←水平多様性

21 時 ニュース ドラマ ドラマ ドラマ 情報

22 時 ニュース ドラマ バラエティ ニュース ドラマ

23 時 ドラマ ニュース ニュース ドラマ ニュース

↑垂直多様性

図 6 垂直多様性と水平多様性

図 7 「垂直多様性」と「水平多様性」の概念を形作る要素

とそれによって報じられる情報との関係だからである(図 5)。

　放送の領域にはこれと類似した多様性概念が存在する。Litman(1979)は、メディア組織間の競

争と番組の多様性にどのような関係があるかを論じるために、放送局の競争関係に大きな変化の

あった 1974年から 1979年にかけて、メディアのネットワーク内における番組ジャンルの割合がど

のように推移したのかを分析した。それにより、競争の激化とともに局内の番組の多様性は増大す

るという結果が得られたのであるが、Litmanはその結果に続けて、「垂直なネットワークの多様性

は視聴者の選択肢が増加したということを十分に説明するとは限らない。この問題をただすために、

それぞれの 30分間において視聴可能な選択肢の数である“水平”多様性を測定する必要があ

る」(pp.403-404)と述べる。

　ここでいう「垂直多様性(vertical diversity)」とはあるメディア(または関連するいくつかのメディア)

における通時的な内容の多様性であり、「水平多様性(horizontal diversity)」とはある時点で利用

可能なメディア間における共時的な内容の多様性を指す (図 6)。もちろん、この概念は時間と深い



関わりを持つため、主に放送メディアに対して用いられるべきものであるといえるだろう。

　ここで先の「内的多様性」と「外的多様性」という概念に立ち返ると、「垂直多様性」と「内的多様

性」、そして「水平多様性」と「外的多様性」がそれぞれよく似た概念であることがわかる。別の言い

方をすれば、「内的多様性」と「外的多様性」に時間という軸を導入したものが「垂直多様性」と「水

平多様性」であるといえるだろう。よってこれらの概念は、①内容(Content)の多様性、②構成要素

(Component)の多様性、③構造(Structure)の多様性という 3 カテゴリにかかわるものである。それは

報じられる出来事や意見と、それがどういった媒体で報じられるかということ、およびそれが報じら

れる時間帯との関係によって成り立つ概念だからである(図 7)。

3 対外情報発信と報道の多様性

　前章では、報道の多様性という概念がそれ自体さまざまな側面をもつものであることを示し、複

数の要素の連関による多様なバリエーションをもって成り立つことを論じてきた。以上の枠組みを

踏まえ、対外的な情報発信と報道の多様性とのかかわりについて考察をおこなっていく。すでに

整理したように、対外情報発信と多様性については二つの側面で考えることができる。ひとつは、

国家間における情報流通の不均衡性を解消すること、すなわち対外発信の多様化である。そして

もうひとつは、対外的に発信された情報が受け手となる国における報道の多様性にどう寄与する

かという、対外発信による多様化である。

3-1 対外発信の多様化

　はじめに述べたように、国際的な情報流通では国家間における情報の不均衡性が指摘されて

いる。すなわち国際的に流通する情報自体の多様性が求められているのである。では、この論点

における多様性とは具体的にどのような側面を指すのだろうか。まず何よりも、それは情報内容の

多様性であるといえるだろう。いくつかの大国に関する出来事が世界のメディアを埋め尽くし、小さ

な国における出来事が国際的な関心を集めないという状況が、多様性の欠如すなわち情報的不

均衡として指摘されうる。さらに、情報内容の多様性を増大させるということは、取り上げる出来事

を多様にするだけでなく、ある出来事に対する意見を多様にすることでもある。すでに述べたよう

に、報道機関が何らかの割合に沿って報道スペースを傾斜配分するという考え方が存在する。世

界的に大きな影響力をもつ大国の情勢は多くの国家に関係のある重要な情報であると考えるなら

ば、そうした国ごとの影響力に沿って報道スペースが配分されることが考えられる。さらに、「経済

に限らず、政治・軍事・科学技術の分野でも、規模、力、発展段階等で測られたランキングの上位

にある国々に関するニュースに対する需要は、ランキングで下位の『アジア、オセアニア、アフリカ



の小国』に関するニュースに対する需要を常に上回っていると考えられる」(伊藤 2000, 46 頁)とい

う需要と供給の観点で見ることもでき、大国の出来事に多くのスペースが割かれることを単に否定

することはできないだろう。しかしその場合においても重要なのは、大国での出来事が重点的に取

り上げられるとしても、多くの国からその出来事についてのさまざまな意見が発せられ、それが交

換されることであるだろう。それによって、世界的な意思決定における不均衡の解消につながるの

である。

　そしてこうした情報内容面での多様化は、必然的にメディア上のスペースの配分や掲載順序と

いった構成面での変化をともなうことになるだろう。さらにその情報を誰が発信するのかという、発

信者の多様化とも関連する。日本の情報発信について「東京から毎日発信される膨大な情報の

送り手がだれなのかが大問題」(江口 2004, 109 頁)と指摘されるように、仮に報じられる出来事や

意見が多様化したとしても、その情報が相変わらず中心的な国々のメディアによって発信されてい

れば、当事国の発信力が高まったことによる不均衡の解消とはいいがたい。

　同様に発信者の多様化という点では、最終的なアウトプットにかかわる人びとだけでなく、ニュー

スの収集から編集までにかかわる構造的な部分での多様化も必要となる。報道機関の構造的な

性質は、何を報じるのかというゲートキーピングの機能と深くかかわっており(大石 2006, 181 頁)、

その部分を国外の組織に依拠することは、ニュースバリューやフレーミングといった点での画一化

をもたらしかねない。たとえば鈴木(2004)が CNNの取り組みについて指摘するのは、スタッフの多

国籍化といった手法を採用し、可能な限り多様な視点を担保しようという意図があるにもかかわら

ず、内容としてはアメリカ関連のニュースが相対的に高い比率を占めており、「やはりアメリカという

ナショナルな視点からは逃れられていない」(鈴木 2004, 194 頁)ということである。また、「米英に集

中し世界中にニュースを配信・放送しているグローバル・メディア (例えば、AP通信や CNNなど)

は決して日本に好意的ではない。だからこそ、攻撃的かつ戦略的なパブリック・ディプロマシーは

不可欠なのだ」(井上 2008, 278 頁)という指摘は、国際的な情報流通において自国に関する情報

量を高めるだけでは十分でなく、その発信過程までも含めた多様化が必要であることを示唆して

いるといえる。共同通信や時事通信が英語による発信を強化していくことの意義はここに存在する

のである。

　以上のように、国際的な情報流通を多様化し、国家間における情報的不均衡を解消するために

は、各国の情報を均等に流通させるだけでなく、その発信過程までも多様化する必要があること

がわかる。つまりロイターや APといった少数の国際通信社における内的多様性を高めるだけでな

く、複数の報道機関が存在することによって発信者の多様性を高めていくことが重要である。よっ

て、多様性を志向する対外発信においては、自国の重大で興味深い出来事をアピールするだけ



では十分ではない。すでに確立している国際報道の枠組みにおいて取り上げられることが増えた

としても、そこに当事国の視点が反映されているとは限らない。そこにある視点は、既存の国際報

道の体制を担う大国によって形作られているものとも考えられる。ゆえに、国内メディアによる対外

発信を強化することや、国際的な情報流通の場に人材を供給していくことが重要となるのである。

3-2 対外発信による多様化

　前節は、国際的な情報流通における不均衡を解消するための、対外発信の多様化について論

じた。本節では、他国の対外発信によって国外からもたらされた情報が、国内の情報環境をどのよ

うに変化させうるかという、対外発信による多様化とその意義について検討したい。

　受け手となる国にとって、国外から発信された情報の意義とは何であるか。やはり第一には、国

内では入手できない貴重な情報であることが期待されるだろう。他国の出来事に関する正確な情

報や、異文化に関する珍しい情報などである。しかしそうした情報内容面での特質だけが、対外

発信による情報の価値ではない。グローバル化と情報化によって自由な情報へのアクセスが容易

となっている現在において、情報自体の希少性を保持することは難しい。そして正確性という点で

も、国外からもたらされた情報が現場からの正確な報道であるのか、何らかの意図をもった宣伝行

為なのかは不明瞭であり、さらに突き詰めていえば「『宣伝』と『中立』的報道は、基本的に程度あ

るいは濃度の差にすぎない」(有山 2004, 130 頁)ということになる。よって、他国からの対外発信に

よって“価値ある”情報を受け取ることができる、という点だけにその意義を求めることはできないだ

ろう。しかし他方で、そうした情報は受け手となる国の情報環境に加わり、その多様性を増大させ

るという意義をもっている。では、これまでに検討してきた枠組みに基づき、対外発信情報がどの

ように報道の多様性に寄与するかを考察する。

　まず報道内容の多様性について。すでに述べたように、対外的に知られていない出来事につい

て情報を発信することができれば、その情報は受け手となる国の情報環境に新たな事実を付け加

えることになる。同様に、ある出来事に関して外国では発言されにくい意見を伝えることで、その国

に流通する意見のバリエーションを増加させることができる。意見の多様化は、国内における議論

の豊かさを増すこととなる。

　続いて構成要素の多様性について。報道に登場する人物が多様化することは、情報内容の多

様化と同様に重要である。また記事の配置やスペースの配分といった、情報の重要性に対する価

値付けにかかわる要素の多様化も重要であるだろう。たとえば、2012年に山中伸弥教授がノーベ

ル賞を受賞した際、日本のメディアは大きなスペースを割き、iPS 細胞の業績だけでなく、その人と

なりを含めてさまざまな報道をおこなった。こうした場合に情報量は豊かになるが、一方でそれぞ



れの情報に対する受け手の関心は拡散し、何が主要な論点であるかの認識は分散していく。その

ようなとき、この出来事について限られたスペースしか割かない他国のメディアが、どの側面に焦

点を当てて報じているかを知ることによって、国際的な文脈において何が重要な論点であるかを

考える際の大きな助けとすることができる。スペース配分が多様化されることの意義はこのような部

分にある。

　最後に構造の多様性について。ここでは、国内の権力関係とは切り離された海外メディアによる

報道という点がもっとも重要であるだろう。すなわち媒体や番組のオーナーシップ、あるいは媒体

の経営形態といった点で多様性を増大させることが、対外発信情報の意義となる。仮に受け手と

なる国のなかで同一内容の情報がすでに出回っていたとしても、異なる背景をもつ主体によって

その情報が発信されるということが、情報自体の信頼性や正確性といった点に影響するのである。

たとえば東日本大震災以降の原発報道では、専門家の発言における信頼性や中立性が問われ

るなど、国内の権力関係に対する疑念が情報の混乱を生んだ。このような状況においては、国内

の権力関係から切り離されていると考えられる国外からの情報を伝えることによって、ある事実や

意見が複数の背景から発せられることとなり、その蓋然性を高めることが可能となる。

　構造の多様性に目を向けることの意義は他にもある。国内の主要メディアがあらゆる国の出来事

を十分に報じることは、スペースの問題があり困難である。国内のメディアは、それが多角的な情

報を提供することを期待される総合メディアであっても、やはり自国の情報を多く報じることとなる

だろう。朝日新聞や読売新聞といった全国紙がその紙面をあらゆる国に均等に配分すれば、それ

はもはや国内の基幹メディアとしての機能を果たしえない。同様に、国内向けに放送をおこなって

いる放送局が自局の放送時間をさまざまな国の話題に等しく割くことも難しい。つまり海外の情報

が国内の報道の多様性に貢献するとしても、ある媒体の内的多様性や垂直多様性が劇的に変化

することは考えにくい。こうした場合には、ある国や地域の情報を中心的に報じる専門的媒体を作

り出し、それらの連関によって外国に関する多様な情報が提供されるような、外的多様性・水平多

様性を備えた情報環境が現実的であるだろう。構造面での多様化は、こうした環境を整えるのに

寄与することができる。現在の日本においては、ネット上でアジア地域を中心に海外の新聞の日

本語版を読むことが可能であるが、こうした状況はまさしく構造面での多様化が報道内容の多様

化をもたらしているものといえる。

　以上、前章で検討した枠組みに従い、国外からもたらされる情報がいかにして国内の報道を多

様化しうるのかを考察した。国外の情報は、単に新たな内容として加えられるだけでなく、その情

報を誰がどのように伝えているかという構造的・構成的な面での多様化にもつながる。よって、国

外での取材を強化して自国メディアの国際報道を多様化するだけでなく、海外メディアによる記事



の翻訳および輸入や、海外記者による取材・発信活動をしやすくすることなども重要である。

総括

　本研究は、対外発信や国際報道において多様性が重要な論点であることに注目し、報道の多

様性という概念を検討することを通じて、国際的な情報流通における多様化はいかにしてなされう

るか、そして国外からもたらされた情報がいかにして国内の報道を多様化しうるかを考察した。

　国際的な情報流通において多様性が必要であるのは、国家間・地域間に情報的な不均衡状態

が存在し、ある国の出来事や意見が国際的な関心を集められないまま埋没したり、大国から文化

や価値観が一方的に流入することによって自国のアイデンティティが危機に瀕したりするという問

題が指摘されるからである。

　しかし多様性を増大させるということは、単に流通する情報内容を多様にするだけではない。多

様性という概念は複数の要素に細分化して考えることができ、それらの要素の連関によってさまざ

まなバリエーションをもつ。具体的には、その情報を発信する際のアウトプットにおける構成要素の

多様性や、発信者や組織の構造的な多様性までを考慮する必要がある。それにより、多様性につ

いての議論をより拡張することが可能となるのである。たとえば多様性はある媒体の内部に備わる

ものなのか、複数の媒体の総体に備わるものなのかという、内的多様性と外的多様性の議論が存

在する。また発信された情報の多様性をどう考えるのかという点では、メディア上のスペースを各

テーマに均等に割り当てるのか、あるいは何らかの基準に沿って割合を反映するのかという違い

がある。報道の多様性について論じるにあたっては、こうした多様性概念そのものの多面性を念

頭におく必要がある。

　多様性概念についての検討を踏まえると、国際的な情報流通において多様性を求める場合、い

くつかのアプローチが存在することがわかる。多くの国における出来事や意見が取り上げられるこ

とが重要であることはいうまでもない。しかし、それが大国主導の流通経路に乗っているのであれ

ば、結局は送り手となる人びとが抱く見方や価値観の再生産にとどまってしまう。各国の情報を誰

がどのように伝えるのかという点も含めて多様化を進めていかなければ、情報的不均衡の解消は

一面的なものとなってしまうのである。同様に、国外からの情報によって自国の報道を多様化する

場合でも、単に他国の情報を自国メディアで報じるだけでなく、外国の報道機関による取材・発信

の促進や、ある国や地域に注目する専門的媒体の創出といった構造的多様化が考えられる。

　なお、本論で検討した多様性概念の枠組みは、国際報道や対外発信といった論点以外にも適

用することのできるものである。たとえば国内の諸地域における情報の多様性を考えるうえでも同

様に用いることができるだろう。情報的な多様性について論じる場合には、その概念自体が多様



な意味をもっていることを考慮する必要がある。
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